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１．はじめに

微生物を利用した植物病害の防除は生物的防除と呼ばれ、そうした働きを持つ微生物の

幾つかは微生物農薬として上市されています。微生物農薬は環境保全型農業の実現や IPM

（総合的病害虫・雑草管理：Integrated Pest Management）の推進に役立つものとして、今後

更に普及が期待されています。しかし、一般に防除が困難とされ、多くの現場での被害が

深刻となっている土壌伝染性病害に対しては、開発が遅れているのが現状です。そうした

状況の下、我々は、農林水産省の支援を受け、土壌病害を対象とした新たな生物的防除資

材の開発に関するプロジェクト研究「低投入型農業のための生物農薬等新資材及びその利

用技術の開発」を平成 23-25 年度にかけて行いました。

このプロジェクト研究では、生産地で深刻な被害をもたらし、防除が困難とされるトマ

トおよびナスの青枯病、トマト萎凋病および根腐萎凋病を対象に、将来的に新たな微生物

農薬として利用可能な微生物株を選抜し、その効果的な処理法を開発するという最終目標

の達成に向け、三つの大きな研究戦略に基づいて取り組みました。

一つ目の研究戦略として、微生物株の選抜については、従来の多くの微生物農薬の作用

機作である病原菌に対する養分競合作用や抗生作用が膨大な数の微生物や夾雑物が存在す

る土壌では働きにくいと考えられたことと、植物の抵抗性誘導に基づく発病抑制が土壌病

害に対しては比較的安定的に作用すると考えられたことから、「植物の抵抗力を高度に発揮

させうる新たな微生物」を見出すことを目指しました。

二つ目は、「低コストの製剤開発に繋がりうる微生物」を主たる選抜対象のターゲットに

したことです。これまでは、高い防除効果を示す微生物を選抜できても、製造コストが制

限要因となり、結果的に製品化に至らない事例が多くありました。そこで、製造コストに

直結する微生物の増殖性と保存性の優れた性質を持つものに着眼して開発することを目指

しました。具体的には、これらの点で優れた性質を持つ Bacillus 属細菌を微生物の選抜対象

の中心に位置づけました。

三つ目の研究戦略としては、選抜した微生物の「効果が期待できる利用場面」を提示で

きるようにすることを目指しました。微生物農薬は必ずしも万能ではなく、効果が期待で

きる利用場面と期待できない利用場面があります。微生物農薬の効果の信頼性向上と利用

拡大を図るためには、効果が期待できる利用場面を明らかにし、その利用場面での使用を

徹底することで、効果の安定性を確保することが大切です。

以上の戦略に基づき研究を実施した結果、上記の各種土壌病害に対して微生物殺虫剤と

して既に多数利用されている Bacillus thuringiensis 等の微生物が効果的であることを明らか

にしました。すなわち、Bacillus thuringiensis serovar sotto RG1-6 株、Bacillus thuringiensis

serovar fukuokaensis B88-82 株や既上市 Paecilomyces 製剤、さらに Paenibacillus sp. 42NP7 株

と菌根菌(Glomus mosseae)資材の併用処理が、上記ナス科作物の土壌病害に対する微生物農
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薬として有望であることを明らかにしました。しかし、これまでにプロジェクト研究の中

で実施したこれら微生物の効果の検討事例は、まだ限られています。今後、選抜した微生

物株が微生物農薬として開発されるためには、より多くの地域や作型での適用性や効果の

実証が必要となります。

そこで、本マニュアルでは、これらの選抜した微生物株の発病抑制効果の更なる検討が

円滑に行えるようにすることを目的に、これまでに明らかにした効果的な微生物の処理方

法等に関する情報と共に、実際の圃場試験での有効性や効果の適用範囲等について実例を

交えて紹介します。本マニュアルを活用し、これら選抜微生物株を活用した微生物資材の

開発の推進が図られることを期待します。

2014 年 2 月 12 日

農林水産省委託プロジェクト研究「気候変動に対応した循環型食料生産等の確立のためのプロジェクト：

低投入型農業のための生物農薬等新資材及びその利用技術の開発」参画機関* 関係者一同

代表：（独）農業環境技術研究所 吉田重信

*参画機関：

岐阜大学、九州大学、埼玉県農林総合研究センター、東京農工大学、東北大学、

奈良県農業総合センター、（独）農業環境技術研究所、兵庫県立農林水産技術総合センター、

山形県農業総合研究センター園芸試験場
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２．有望微生物ごとの利用法、効果の実例

① トマト青枯病に対する Bacillus thuringiensis serovar sotto 

RG1-6 株の利用

―　�　―



4

1）Bacillus thuringiensis serovar sotto RG1-6 株について

Bacillus thuringiensis serovar sotto RG1-6 株は、グラム陽性の芽胞

を形成する桿菌で、2007 年に北海道江別市幌野森林公園の土壌よ

り分離された菌株です（図１）。本菌株は、BT 毒素を生産し、鱗翅

目昆虫に対する殺虫活性を有することが確認されています 1)。その

一方で、トマト青枯病菌に対して抗菌活性は無いことが確認され

ています 2）。

2）RG1-6 株の培養条件、接種源の調製法

RG1-6 株の培養は、以下のとおり行います。

３）植物体への処理法

RG1-6 株の苗への処理は、次の手順で行うのが効果的です。

・RG1-6 株の凍結ストック（40%グリセロール）を１白金耳分掻き取り、300ml の改変 NB 培地（ペプ

トン 3g、肉エキス 1g、K2HPO4 1g をイオン交換水 1000ml に混合後、高圧滅菌したもの）に懸濁し

て、24 時間振とう培養する。

・培養後に、RG1-6 株の培養液を遠心分離（3000rpm、10 分間）した後、上清を棄て、ペレットを滅

菌水で 2 回洗浄し、分光光度計で OD600=0.5 に調製したものを接種源とする。

（岐阜大学）

図１. Bacillus thuringiensis serovar

sotto RG1-6 株のコロニー

（岐阜大学）

図２．ポット苗における RG1-6 株の定植

5 日前処理による青枯病抑制効果（n=9、

青枯病菌接種 10 日後に発病調査を実施）

（岐阜大学）

・鉢上げしたトマト苗に対し、定植 5 日前に、RG1-6 株の接種源をポットサイズの 1/12 量分を灌注す

る（例：直径 9cm ポット［360 ml 容量］の場合は 30ml 灌注）（図２）。

・苗の圃場への定植後は、その効果の持続を期待するために、10-14 日毎に接種源を OD600=0.2 に希釈

したものを株あたり 100ml 灌注する（図３）。

（岐阜大学）

0

20

40

60

80

100

無処理 RG1-6株処理

発
病
度

無処理 RG1-6株処理

―　�　―



5

４）圃場での防除効果の検討

RG1-6 株の処理によるトマト青枯病に対する防除効果を圃場で検討した事例を紹介しま

す。圃場試験例の概要は以下の通りです。

（試験例１：抑制栽培）

試験の結果、RG1-6 株の苗への処理によって、無処理区と比べて、中～多程度の発病条件

下において、防除価 53(2012 年)、59(2013 年)の防除効果が見られました（図４）。

・試験場所、作型：兵庫県立農林水産技術総合センター内ビニルハウス（黄色土壌）、抑制栽培

・供試品種：桃太郎 8

・区制：3 汚染程度（重汚染・中汚染・少汚染）の各圃場区を設定。1 区（2.0 ㎡）9 株（畝幅 120cm×

株間 30cm、2 条植）、3 反復

・耕種概要：7 月に培土（スミソイル）を充填したセルトレイに播種。約 14 日間育成後に 9cm ポッ

トに鉢上げし、約 30 日後に圃場に定植する。

・RG1-6 株の苗へ処理：上記３）に準じて定植前および定植後 2 週間毎に処理する。

・発病調査：初発より 1 週間おきに発病程度（発病度または発病株率）を調査。発病度は次式によ

り算出。 発病度＝｛（Σ程度別発病株数）×指数÷（調査株数×４）｝×100

発病程度別基準：0, 発病無し；1, 株の 1/3 未満の葉にしおれ；2, 株の 1/3～2/3 の葉にしおれ

3, 株の 2/3 以上の葉にしおれ；4, 枯死

（兵庫県立農林水産技術総合センター）
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図３．青枯病菌汚染ポット苗における

RG1-6 株の移植後の追加灌注処理による

処理間隔毎の青枯病抑制効果

（岐阜大学）
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（試験例２：夏秋栽培）

試験の結果、対照無処理区の発病度が、それぞれ 63、48 程度の発病条件下において、

定植前と定植後 2 週間毎の株元灌注処理により、防除価 60、71 の防除効果が見られまし

た（図５、６）。

５）防除効果が期待できる使用場面

RG1-6 株の苗への処理による青枯病防除効果は、1 回の灌注処理により約 2 週間程度維

持するものと考えられます。従って、本菌を使用する場合は、2 週間に 1 回程度、継続的

に灌注処理を行うことが必要です。また、両試験例を基に圃場における青枯病の発病程度

・試験場所、作型：山形県農業総合研究センター園芸試験場内ビニルハウス（細粒褐色低地土）、夏

秋栽培

・供試品種：りんか 409

・区制：2 汚染程度（中発生・少発生）の各圃場区を設定。1 区（2.2 ㎡）8 株（畝幅 120cm×株間

40cm、2 条植）、2 反復

・耕種概要：2012 年 3 月 23 日に培土（クレハ園芸培土）を充填したセルトレイに播種。21 日間育

苗後に 10.5cm ポットに鉢上げし、26 日後に圃場に定植する。

・RG1-6 株の苗へ処理：上記３）に準じて定植前および定植後 2 週間毎に処理する。

・発病調査：（社）日本植物防疫協会の新農薬実用化試験調査基準に準じて、地上部の葉の萎凋程度

等により評価。

（山形県農業総合研究センター園芸試験場）

図４．圃場における RG1-6 株の処理による青枯病発病抑制効果

（兵庫県立農林水産技術総合センター）
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（発病度）と RG1-6 株の処理効果（防除価）との関係を見ると、効果は発病度 50 程度まで

の発生程度と想定される圃場条件では、防除価が概ね 50以上となると考えられ、一定の効

果が期待できます。しかし、それ以上の発病程度と想定される圃場では、高い防除効果は

困難であると予想されるので、別の防除対策と併用する必要があります（図７）。

図６．圃場における発病状況

手前側：RG1-6 株処理区

奥側 ：無処理区（枯死状態）

（山形県農業総合研究センター園芸試験場）
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図７．圃場試験区での青枯病の無処理区の発病度と RG1-6 株処理による防除効果（防除価）との関係

（兵庫県立農林水産技術総合センター・山形県農業総合研究センター園芸試験場）

発病度

（試験例１：抑制栽培） （試験例２：夏秋栽培）
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また、PCR-DGGE に基づく土壌微生物相の解析 3）により、定植前の土壌中の細菌相の多

様性程度と RG1-6 株処理による抑制効果との間で負に相関する関係が見られています。こ

のことから、土壌細菌相の多様性が極端に低い圃場では、防除効果が期待以上に発揮され

ない可能性があります（図８）。

６）防除効果の作用メカニズム

RG1-6 株の防除効果は、菌体の懸濁液あるいは培養上清を土壌に灌注処理することで顕

著な効果がみられます。一方で、これらの接種源のトマト青枯病菌に対する直接的な抗菌

活性は認められないことから、土壌に灌注された RG1-6 株の防除効果の作用メカニズムと

しては、RG1-6 株が土壌中あるいはトマト根圏においてトマト植物体に対して抵抗性を誘導

していることが考えられます。実際に RG1-6 株の培養液を根部に処理したトマト苗では、

ほぼ全身で PAL、LePR-1、B-CHT、Bgl、LOX などの防御関連遺伝子の発現が確認されてい

ます 2)（図９）。また、RG1-6 株を根部に処理したトマト苗の子葉上部の茎にトマト青枯病

菌の懸濁液を針接種した場合でも、顕著な防除効果がみられたことから、抵抗性が苗に全

身的に誘導されていることが示唆されます 2)（図１０）。

LePR-1

rRNA

0 2 4 6 8 10

RG1-6

図９．根部に RG1-6 株を処理したトマト苗の葉

でのサリチル酸誘導性防御関連遺伝子

（LePR-1）の発現状態（ノーザン解析）

（東北大学）
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図１０．根部に RG1-6 株を処理したトマト苗の

茎部に青枯病菌を針接種した場合の発

病抑制効果

（岐阜大学）
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図８．定植前の圃場内非根圏土壌中の PCR-

DGGE による細菌相の多様性程度と RG1-

6 株処理トマトの青枯病の発病程度との

関係

（（独）農業環境技術研究所）
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② トマト萎凋病・ナス青枯病に対する Bacillus thuringiensis 

serovar fukuokaensis B88-82 株の利用
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1）Bacillus thuringiensis serovar fukuokaensis B88-82 株について 

 Bacillus thuringiensis serovar fukuokaensis B88-82 株は、グラム

陽性の芽胞を形成する桿菌で、北海道大学で保存されていま

す。本菌株は、BT 毒素を生産し、鱗翅目昆虫に対する殺虫活

性を有することが確認されています。その一方で、トマト青枯

病菌に対して抗菌活性は無いことが確認されています 2）。 

 

 

 

2）B88-82 株の培養条件、接種源の調製法 

 B88-82 株の培養は、以下のいずれかの方法で行います。 

 

 

３）植物体への処理法 

 ナス、トマト苗に対する B88-82 株の処理は、次の手順で行うのが効果的です。 

（方法 1） 

・B88-82 株の凍結ストック（40%グリセロール）を１白金耳分掻き取り、300ml の改変 NB 培地（ペ

プトン 3g，肉エキス 1g，K2HPO4 1g をイオン交換水 1000ml に混合後、高圧滅菌したもの）に懸濁

して、24 時間振とう培養する。 

・培養後に、B88-82 株の培養液を遠心分離（3000rpm，10 分間）した後、上清を棄て、ペレットを滅

菌水で 2 回洗浄し、分光光度計で OD600=0.5 に調製したものを接種源とする。 

（方法 2） 

・B88-82 株を 9 cm シャーレに作成した 1/3NA 平板培地（組成：1% (w/v) 乾燥ブイヨン、2 % (w/v) ア

ガロース、121℃、20 分間高圧蒸気滅菌）で暗黒下、28℃で 2 日間培養後、滅菌水 20 ml をそのシャ

ーレに入れ、懸濁後に分光光度計で計測し、OD600=0.5 に調製したものを接種源とする。 

（岐阜大学・東京農工大学）

図１１. Bacillus thuringiensis serovar 

fukuokaensis B88-82 株のコロニー 

（岐阜大学）

・鉢上げしたナスまたはトマト苗に対し、定植 5 日前に、B88-82 株の接種源をポットサイズの 1/12 量

分を灌注する（例：直径 9cm ポット［360 ml 容量］の場合は 30ml 灌注）。 

・苗の圃場への定植後は、その効果の持続を期待するために、10-14 日毎に接種源を OD600=0.2 に希釈

したものを株あたり 100ml 灌注する。 

（岐阜大学・埼玉県農林総合研究センター）

・トマト萎凋病に対しては、土壌改良資材（カルシウム資材：商品名、ミネカル）との併用処理によ

り、防除効果が向上することがポットおよび圃場試験で確認されています。 

・土壌改良資材は、定植前に圃場に 2.5t/10a の割合で混和する。 

                     （奈良県農業総合センター・東京農工大学）
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４）圃場での防除効果の検討

ナス青枯病

B88-82 株の処理によるナス青枯病に対する防除効果を圃場で検討した事例を紹介しま

す。圃場試験例の概要は以下の通りです。

試験の結果、対照無処理区の発病株率が、定植 37 日目で 22%、最終調査時で 86%程度

の発病条件下において、B88-82株の苗への定植前と定植後 2週間毎の株元灌注処理により、

防除価 50、39 の防除効果（図１２）が見られるとともに、果実収量も無処理区に比べ約 20%

増加しました（図１３）。

トマト萎凋病

B88-82 株の処理によるトマト萎凋病に対する防除効果を圃場で検討した事例を紹介しま

す。圃場試験例の概要は以下の通りです。

・試験場所、作型：埼玉県農林総合研究センター園芸研究所内隔離圃場（褐色低地土）、露地栽培

・供試品種：千両二号接木苗（ヒラナス台木）

・区制：青枯病菌（Ralstonia solanacearum Ⅳ群）に感染したトマトと健全トマト株残渣を土壌に

鋤込んで汚染圃場を作成。１区 12 株（畦幅 80 ㎝×株間 70 ㎝ 2 条植え）、3 反復

・耕種概要： 10.5cm ポットで育成した苗を 6 月 29 日に定植する。

・B88-82 株の苗への処理：上記３）に準じて定植前および定植後 2 週間毎に処理する。

・発病調査：定植後 1 ヶ月後から約 7 日間隔で発病株率を調査。

・収量調査：栽培期間中に収穫されたナス果実の各区の重量を調査する。

（埼玉県農林総合研究センター）

図１２．圃場における B88-82 株の処理に

よるナス青枯病発病抑制効果

（埼玉県農林総合研究センター）
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図１３．圃場における B88-82 株の処理

による栽培期間中の果実収量

（バーは標準誤差）

（埼玉県農林総合研究センター）
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試験の結果、75 日後の無処理区の発病度が、23 の発病条件下において、B88-82 株と土

壌改良資材の併用処理により、定植 47 日後と 75 日後で、それぞれの防除価が 67 と 32 の

防除効果が見られました（図１４）。

５）防除効果が期待できる利用場面

ナス青枯病

B88-82 株の苗への処理によるナス青枯病防除効果は、1 回の灌注処理により約 2 週間程

度維持するものと考えられます。従って、本菌を使用する場合は、2 週間に 1 回程度、継続

的に灌注処理を行うことが必要です。また、圃場における青枯病の発病程度（発病株率）

と B88-82 株の処理効果（防除価）との関係を見ると、効果は発病株率（%）が 60 程度まで

の発生程度と想定される圃場条件では、防除価が概ね 50 以上になると考えられ、一定の効

・試験場所、作型：奈良県農業総合センター内ビニルハウス（灰色低地土壌）、無加温半促成栽培

・供試品種：桃太郎 8 

・区制：ふすま培養 4）したトマト萎凋病菌レース 3 を土壌に混和して汚染圃場を作成。1 区（2.2 ㎡）

12 株（畝幅 120cm×株間 30cm、2 条植）、4 反復

・耕種概要： 2 月上旬に培土（TM-1（タキイ種苗））を充填したセルトレイに播種。約40日間育成後

に 9cm ポットに鉢上げし、約 1 ヶ月後の 4 月中旬に圃場に定植。ポット鉢上げまでは加温。

・土壌改良資材（カルシウム資材）の処理：上記３）に準じて、定植前に土壌混和する。

・B88-82 株の苗への処理：上記３）に準じて定植前に処理する。定植後の処理は、9 日後に 1 回実施。

・発病調査：発病を程度別に調査し、次式により発病度を求めて防除価を算出。

発病度＝｛（Σ程度別発病株数）×指数÷（調査株数×４）｝×100

発病程度別基準：0, 発病無し；1, 株の 1/3 未満の葉にしおれ；2, 株の 1/3～2/3 の葉にしおれ

3, 株の 2/3 以上の葉にしおれ；4, 枯死

（奈良県農業総合センター）

図１４．圃場における B88-82 株と土壌改

良資材の併用処理によるトマト萎凋病発

病抑制効果

（奈良県農業総合センター）
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果が期待できます。しかし、それ以上の発病程度と想定される圃場では高い防除効果は困

難であると予想されるので、別の防除対策を講じる必要があります（図１５）。

トマト萎凋病

B88-82 株と土壌改良資材の併用処理によるトマト萎凋病防除効果（防除価）と圃場にお

ける萎凋病の発病程度（発病株率）との関係を見ると、発病度が 30 程度までの圃場条件で

は、防除価が概ね 40 以上になると想定され、一定の効果が期待できます。しかし、それ以

上の発病程度と想定される圃場では、高い防除効果は困難であると予想されるので、別の

防除対策を講じる必要があります（図１６）。

また、PCR-DGGE に基づく土壌微生物相の解析 3）により、定植前の土壌中の細菌相の多

様性程度と B88-82 株処理による抑制効果との間で負に相関する関係が見られています。こ

のことから、土壌細菌相の多様性が極端に低い圃場では、防除効果が期待以上に発揮され

ない可能性があります（図１７）。

y = -0.6819x + 61.847
R² = 0.6013
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図１６. 圃場試験区におけるトマト萎凋

病の対照区の発病度と、B88-82 株お

よび土壌改良資材の併用処理によ

る防除効果（防除価）との関係

（奈良県農業総合センター）
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図１５．圃場試験区におけるナス青枯病の無

処理区の発病株率と B88-82 株処理

による防除効果（防除価）との関係

（埼玉県農林総合研究センター）
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図１７. 定植前の圃場内非根圏土壌中の

PCR-DGGE による細菌相の多様性

程度とRG1-6株処理トマトの青枯病

の発病程度との関係

（（独）農業環境技術研究所）
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６）防除効果の作用メカニズム

B88-82 株の防除効果は、菌体の懸濁液あるいは培養上清を土壌に灌注処理することで顕

著な効果がみられます。一方で、これらの接種源のナス青枯病菌やトマト萎凋病菌に対す

る直接的な抗菌活性は認められないことから、B88-82 株の防除効果の作用メカニズムとし

ては、B88-82 株が土壌中あるいは根圏においてトマト植物体に対して抵抗性を誘導してい

ることが考えられます。実際に、根部に B88-82 株の培養液や菌体懸濁液を処理したトマト

苗の葉などのほぼ全身で、PAL、LePR-1、LeChi3, LeGluB, B-CHT、Bgl、LOX などの防御関

連遺伝子の発現が確認されています（図１８）2, 5)。また、B88-82 株を根部に処理したトマ

ト苗の子葉上部の茎にトマト青枯病菌の懸濁液を針接種した場合でも、顕著な防除効果が

みられたことから、抵抗性が苗に全身的に誘導されていることが示唆されます 2)。

苗の各採取部位

L1   S1    S2   R1   R2
図１８．B88-82 株の培養上清を根

部に処理したトマト苗の

各部位における処理 2 日

後のサリチル酸誘導性防

御関連遺伝子（LePR-1）

の発現状態（ノーザン解

析）

（東北大学）

―　14　―
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③ トマト青枯病・トマト萎凋病に対する Paecilomyces 製剤の

利用
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１）Paecilomyces 製剤について

Paecilomyces 製剤は、1990 年代前半に昆虫病原性糸状菌として国内の土壌から分離さ

れた Paecilomyces tenuipes T1 株を有効成分とした微生物殺虫剤です。T1 株は優れた殺

虫活性および殺虫スペクトラムを持つことから、住友化学（株）が難防除害虫のコナジラ

ミ類を標的に本菌株を有効成分とする製剤を開発し、現在「ゴッツ A」という商品名で販

売されています 6)。

２）植物体への処理法

Paecilomyces 製剤の苗への処理は、次の手順で行うのが効果的です。

３）圃場での防除効果の検討

トマト青枯病

Paecilomyces 製剤の処理によるトマト青枯病に対する防除効果を圃場で検討した事例を

紹介します。圃場試験例の概要は以下の通りです。

（試験例 1：抑制栽培）

・鉢上げしたトマト苗に対し、定植 5 日前に Paecilomyces 製剤 500 倍希釈液をポットサイズの 1/12 量

分を灌注する（例：直径 9cm ポット［360 ml 容量］の場合は 30ml 灌注）。

・苗の圃場への定植後は、その効果の持続を期待するために、同上希釈液を株あたり 100ml 灌注する。

（岐阜大学）

・試験場所、作型：兵庫県立農林水産技術総合センター内ビニルハウス（黄色土壌）、抑制栽培

・供試品種：桃太郎 8

・区制：3 汚染程度（高汚染・中汚染・低汚染）の各圃場区を設定。1 区（2.0 ㎡）9 株（畝幅 120cm×

株間 30cm、2 条植）、3 反復

・耕種概要：7 月に培土（スミソイル）を充填したセルトレイに播種。約 14 日間育苗後に 9cm ポッ

トに鉢上げし、約 30 日後に圃場に定植する。

・Paecilomyces 製剤の処理：上記２）に準じて定植前および定植後 2 週間毎に処理する。

・発病調査：初発より 1 週間おきに発病程度（発病度または発病株率）を調査、発病度は次式によ

り算出。 発病度＝｛（Σ程度別発病株数）×指数÷（調査株数×４）｝×100

発病程度別基準：0, 発病無し；1, 株の 1/3 未満の葉にしおれ；2, 株の 1/3～2/3 の葉にしおれ

3, 株の 2/3 以上の葉にしおれ；4, 枯死

（兵庫県立農林水産技術総合センター）

―　16　―
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試験の結果、Paecilomyces 製剤の処理によって、無処理区と比べて、中～多程度の発病

条件下において、防除価 88(2012 年)、57(2013 年)の防除効果が見られました（図１９、

２０）。

（試験例２：夏秋栽培）

・試験場所、作型：山形県農業総合研究センター園芸試験場内ビニルハウス（細粒褐色低地土）、夏

秋栽培

・供試品種：りんか 409

・区制：2 汚染程度（中発生・少発生）の各圃場区を設定。1 区（2.2 ㎡）8 株（畝幅 130cm×株間

40cm、2 条植）、2 反復

・耕種概要：2013 年 4 月 5 日に培土（ニッピ園芸培土）を充填したセルトレイに播種、19 日間育成

後に 9cm ポットに鉢上げし、30 日後に圃場に定植する。

・Paecilomyces 製剤の処理：上記２）に準じて定植前および定植後 2 週間毎に処理する。

・発病調査：（社）日本植物防疫協会の新農薬実用化試験調査基準に準じて、地上部の葉の萎凋程度

等により評価。

（山形県農業総合研究センター園芸試験場）
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図１９．圃場における Paecilomyces 製剤の処理による青枯病発病抑制効果

（兵庫県立農林水産技術総合センター）

図２０．圃場における発病状況 左側：Paecilomyces 製剤処理区；右側：無処理区

（兵庫県立農林水産技術総合センター）
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・発病調査：（社）日本植物防疫協会の新農薬実用化試験調査基準に準じて、地上部の葉の萎凋程度

等により評価。

（山形県農業総合研究センター園芸試験場）

図２０．圃場における発病状況 左側：Paecilomyces 製剤処理区；右側：無処理区

（兵庫県立農林水産技術総合センター）
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試験の結果、対照試験区のトマトの発病度が、それぞれ 84、94 の多発生、甚発生条件

下となりましたが、Paecilomyces 製剤の定植前と定植後 2 週間毎の灌注処理により、防除

価 63、47 の防除効果が見られました（図２１、２２）。

トマト萎凋病

Paecilomyces 製剤の処理によるトマト萎凋病に対する防除効果を圃場で検討した事例を

紹介します。圃場試験例の概要は次ページの通りです。

試験の結果、定植 53 および 81 日後の無処理区の発病度が 15、31 の発生条件下で、

Paecilomyces 製剤の定植前と定植後の灌注処理により、それぞれ防除価 71、43 の防除効果

が見られました（図２３）。
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Paecilomyces製剤処理 無処理
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Paecilomyces製剤処理 無処理

定植後日数定植後日数

図２１．圃場における Paecilomyces 製剤の処理による青枯病発病抑制効果

（山形県農業総合研究センター園芸試験場）

甚発生圃場 多発生圃場

図２２．試験圃場における発病状況

手前側：Paecilomyces 製剤処理区

奥側 ：無処理区（枯死状態）

（山形県農業総合研究センター園芸試験場）
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４）防除効果が期待できる使用場面

トマト青枯病

Paecilomyces 製剤の苗への処理によるトマト青枯病防除効果は、圃場の発病程度によっ

て異なる傾向があります。試験圃場における青枯病の発病程度（発病度）と Paecilomyces

製剤の処理効果（防除価）との関係を見ると、試験例１では発病度 40 程度までの発病程

度と想定される圃場条件では、防除価が 60 以上となり、一定の効果が期待できます。し

かし、それ以上の発病程度と想定される圃場条件では、高い防除効果は期待できないと予

想されます（図２４）。試験例２では、発病度 60 程度までの発生程度と想定される圃場条

件では、防除価が 60 以上となり一定の効果が期待できます。しかし、それ以上の発病程度

と想定される圃場条件では、高い防除効果は期待できないと予想されます（図２４）。

0
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35

39 53 67 81

Paecilomyces製剤処理 無処理

定植後日数

発
病
度

・試験場所、作型：奈良県農業総合センター内ビニルハウス（灰色低地土壌）、無加温半促成栽培

・供試品種：桃太郎８

・区制：ふすま培養 4)したトマト萎凋病菌レース 3 による発病が中程度の圃場区を設定。1 区（2.2

㎡）12 株（畝幅 120cm×株間 30cm、2 条植）、2 反復

・耕種概要：2 月上旬に培土（TM-1（タキイ種苗））を充填したセルトレイに播種。約 40 日間育成

後に 9cm ポットに鉢上げし、約 1 ヶ月後の 4 月中旬に圃場に定植する。

・Paecilomyces 製剤の処理：250 倍希釈液を定植 5 日前に 30ml、定植 9 日後に 100ml 苗の株元に灌

注処理する。

・発病調査：発病を程度別に調査し、次式により発病度を求めて防除価を算出。

発病度＝｛（Σ程度別発病株数）×指数÷（調査株数×４）｝×100

発病程度別基準：0, 発病無し；1, 株の 1/3 未満の葉にしおれ；2, 株の 1/3～2/3 の葉にしおれ

3, 株の 2/3 以上の葉にしおれ；4, 枯死

（奈良県農業総合センター）

図２３．圃場における Paecilomyces 製剤の処

理によるトマト萎凋病発病抑制効果

（奈良県農業総合センター）
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トマト萎凋病

Paecilomyces 製剤の苗への処理によるトマト萎凋病防除効果も、圃場の発病程度によっ

て異なる傾向があります。試験圃場における萎凋病の発病程度（発病株率）と Paecilomyces

製剤の処理効果（防除価）との関係を見ると、本微生物の処理効果は、発病株率が 30 程度

までの発生程度と想定される圃場条件では、防除価がおよそ 40 以上となり、一定の効果が

期待できます。しかし、それ以上の発病株率と想定される圃場条件では、高い防除効果は

期待できないと予想されます（図２５）。

5）防除効果の作用メカニズム

Paecilomyces 製剤の防除効果は、T1 株の菌体および培養上清が青枯病菌や萎凋病菌に
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（試験例１）

y = -1.04x+96.58
R2 = 0.99
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（試験例２）

y = -0.39x+90.52
R2 = 0.65

図２４．圃場試験区における青枯病の無処理区の発病度と Paecilomyces 製剤処理による防除効果（防除

価）との関係

（兵庫県立農林水産技術総合センター・山形県農業総合研究センター園芸試験場）

y = -1.0219x + 66.803
R² = 0.926
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図２５．圃場試験区におけるトマト萎凋病の無処

理区の発病株率と Paecilomyces製剤処理

による防除効果（防除価）との関係

（奈良県農業総合センター）
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対する抗菌活性を示さないこと（図２６）、ポット試験で菌体を茎葉散布することでも

トマト青枯病に対する発病抑制活性が見られること（図２７）、培養上清を処理したト

マトにおいて、LePR-1やLePR-4等の防御関連遺伝子の発現誘導が認められたこと（図２８）

から、防除効果の作用メカニズムとして抵抗性誘導が考えられます 6)。
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（
％

）

Paecilomyces製剤処理 無処理

図２７．Paecilomyces tenuipes T1 株の茎葉散

布処理をしたトマト苗における青枯病

の 発病抑制効果（バーは標準誤差）

（岐阜大学）

図２６．Paecilomyces tenuipes T1 株の培養上

清のトマト青枯病菌に対する抗菌活性

（ゲンタマイシン処理した円形ろ紙では、青枯

病菌に対する生育阻止帯が周りで形成される

が、T1 株培養上清では形成されない）

（東北大学）
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図２８．Paecilomyces tenuipes T1 株の培養上清を処理したトマト苗主根部におけるサリチル酸誘導

性防御関連遺伝子（LePR-1, LePR-2）の発現状態（リアルタイム RT-PCR による解析、バー

は標準誤差）

（東北大学）
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④ トマト根腐萎凋病に対する Paenibacillus sp. 42NP7 株と

菌根菌 Glomus mosseae の併用処理の利用
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1）Paenibacillus sp. 42NP7 株について

Paenibacillus 属細菌は、グラム陽性の芽胞を形成する桿菌で、Bacillus 属細菌に非常に近

縁の性質を持ちますが、そのリボソーム RNA 遺伝子の塩基配列の違いに基づき、Bacillus

属の一部細菌が本属に転属されました 7)。Paenibacillus 属細菌は、土壌をはじめとした様々

な環境中に生息しますが、42NP7 株は、Enya et al.8）により、健全トマト植物の葉圏に生息

している微生物の一つとして分離されたものです（図２９）。本菌株は、（独）農業環境技

術研究所で保存管理されています。   

2）菌根菌（Glomus mosseae）について

菌根菌 Glomus mosseae は、アーバスキュラー菌根菌（VA 菌根菌と呼ばれることもある）

という菌根菌の一種です。アーバスキュラー菌根菌は植物の根に共生して、土壌から吸収

したリンを供給することで植物の生育を改善することが知られており、地力増進法に定め

る政令指定土壌改良資材に認定されています。またある種の病害に対して抑制効果を示す

こともあります。菌根菌資材は、無機質多孔質資材等の担体に G.mosseae の胞子を保持した

もので、播種時あるいは鉢上げ時に培土に 1～10%混合します。あるいは定植時に、植え穴

に施用する方法もあります。施用量は資材の特徴や栽培条件に合わせて調整します。なお、

本試験で用いた G.mosseae 菌株の胞子（図３０）は、出光興産（株）から分譲されています。

3）42NP7 株の培養条件・接種源の調製法

42NP7 株の培養は、以下のとおり行います。  

・500ml 容三角フラスコに入れた 100ml の R2A 液体培地（組成：酵母エキス、0.5g；トリプトン、0.25g；

ペプトン、0.75g；ブドウ糖、0.5g；デンプン、0.5g；リン酸水素二カリウム、0.3g；硫酸マグネシ

ウム、0.024g；ピルビン酸ナトリウム、0.3g；蒸留水 1000ml）に細菌を移植する。

・2 日間 28℃振とう培養（120rpm）後、培養液を回収し、遠心分離（6,000x g、10 分）により滅菌水

で菌体を 2 回洗浄後、上清を棄て、ペレットを滅菌水で 2 回洗浄し、分光光度計で OD600=0.3 に調

製したものを接種源とする。

（（独）農業環境技術研究所）

図３０． 培土中で

増殖・形成された

Glomus mosseae の

胞子

（東北大学）

図２９． Paenibacillus sp. 

42NP7 株の R2A 平板上のコ

ロニー形態

（（独）農業環境技術研究所）
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4）菌根菌（G. mosseae）の増殖・接種源の調製法

絶対共生微生物である菌根菌 Glomus mosseae の増殖・接種源の調製は、以下のとおり行

います。

5）植物体への処理法

42NP7 株および G. mosseae の苗への処理は、次の手順で行うのが効果的です。

・細粒赤玉土、川砂、リン酸肥沃度の低い畑土壌を２：１の比率で混合し、オートクレーブ滅菌して

培土を作成する。培土の可給態リンが 30～60mgP2O5/l となるようにリン酸肥料を混和する。

・直径 6cm のビニルポットに 250ml の培土を充填し、植え穴の底へ G. mosseae 胞子（胞子約 100～500

個）を施用し、あらかじめ表面殺菌して発芽させた植物（バヒアグラス、白クローバ等）を移植す

る。リン酸を除いた液肥（ホーグランド水耕液等）を約 5ml 添加する。液肥は、植物の生育に応じ

て適宜追加する。

・移植後、人工気象機内で（明 14 時間、25～30℃：暗 10 時間、20～25℃）2-3 ヶ月育成後、給水を

停止して植物を枯死させ、根を除いた培土に G.mosseae 胞子が形成されていることを実体顕微鏡等

で確認し、培土をそのまま接種源として用いる。胞子密度が低い場合は、培土から湿式篩別法で胞

子を濃縮し、川砂等と混和して接種源とする。

（東北大学）

・G. mosseae の接種源は、トマト種子の播種時に、セル苗用培土（リン酸成分濃度約 0.2%）に 4%（w/w）

の割合で混合してセルトレイに充填、種子を播種する（図３１）。

・播種後、苗を温室内等で育成、鉢上げ後、定植 5 日前に、42NP7 株の細菌懸濁液（OD600 = 0.3）（図

３２）を、ポットサイズの 1/12 量分を灌注する（例：直径 9cm ポット［360 ml 容量］の場合は 30ml

灌注）。

（（独）農業環境技術研究所）

図３１．トマトセル苗における G. 

mosseae 資材（GM）の培土への混合割

合（w/w）別の発病抑制効果（バーは標

準誤差）

（（独）農業環境技術研究所）
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6）圃場での防除効果の検討

42NP7 株および G. mosseae の併用処理によるトマト根腐萎凋病菌に対する防除効果を圃

場で検討した事例を紹介します。圃場試験例の概要は以下の通りです 9)。

試験の結果、42NP7 株および G. mosseae の併用処理によって、対照試験区のトマト地上

部および根部の発病度が、中程度の発病条件下において、防除価 71（2012 年）、59（2013

年）の防除効果が見られました（図３３）。

・試験場所、作型：兵庫県立農林水産技術総合センター内ビニルハウス（黄色土壌）、

無加温半促成栽培

・供試品種：ハウス桃太郎

・区制：3 汚染程度（高汚染・中汚染・低汚染）の各圃場区を設定 1 区（2.0 ㎡）9 株（畝幅 120cm×

株間 30cm、2 条植）、3 反復

・耕種概要：11 月に培土（スミソイル）を充填したセルトレイに播種、20 日間育成後に 9cm ポット

に鉢上げし、約 70 日後に圃場に定植。

・42NP7 株および G. mosseae の苗へ処理：上記５）に準じて処理。

・発病調査：岩本ら（2008）の方法に準じて、地上部の葉の黄化・萎凋程度、根の腐敗程度により

発病度を算出。

（兵庫県立農林水産技術総合センター）
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図３２．汚染土壌に移植されたトマト

ポット苗における 42NP7 株懸濁液の処

理濃度別の発病抑制効果（バーは標準

誤差）

（（独）農業環境技術研究所）（病原菌のみ接種）
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7）防除効果が期待できる使用場面

試験圃場における根腐萎凋病の発病程度（発病度）と 42NP7 株＋G. mosseae の併用処

理の効果（防除価）との関係を見ると、これら微生物の併用処理の効果は、発病度がおよ

そ 60 未満までの発生程度と想定される圃場条件では、防除価が 50 以上となり、一定の効

果が期待できます。しかし、それ以上の発病程度と想定される圃場条件では、高い防除効

果は期待できないと予想されます（図３４）。

８）防除効果の作用メカニズム

５）の方法に準じて苗に処理した 42NP7 株および G. mosseae 資材は、直接的に根腐萎凋

病菌の生育を阻害はしない一方で、根の表面に定着あるいは根部に共生していることがわ

かりました（図３５、３６）。さらに、これら両微生物を処理したトマト苗の根部や葉にお
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図３３．圃場における 42NP7 株および G. mosseae の併用処理による根腐萎凋病発病抑制効果

（兵庫県立農林水産技術総合センター）
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図３４．圃場における根腐萎凋病の発病度と

42NP7 株＋G.mosseae の併用処理による防除

価の関係
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いては、病害抵抗性関連タンパク遺伝子の発現が確認されるとともに、根においては抗菌

物質の蓄積が認められました。このことから、これら両微生物は植物体に作用して病害に

対する抵抗性を高めていると考えられます。

図３６．42NP7 株を根部に処理したトマトセル

苗における根部からの再分離菌数の経時変化

（（独）農業環境技術研究所）
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図３５．培土中に混和した G.mosseae

のトマト根組織における定着状態

（（独）農業環境技術研究所）
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